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ＨＡＣＣＰ（Hazard Analysis Critical Control Point: 危害分析重要管理点）システムは、

安全な食品の生産・供給を確保するための衛生管理システムである。近年における食中毒事件の

多発や、米国をはじめとする世界各国で政府規制が実施されつつある状況の中で、日本でも食品

衛生法等のＨＡＣＣＰ概念に基づいた法制度の整備が急ピッチで進められており、中小企業とい

えども将来的にはＨＡＣＣＰへの対応を余儀なくされている。そこで、ＨＡＣＣＰシステム導入

の観点から県内の食品企業における対応現状を調査するとともに、ＨＡＣＣＰに関する情報普及

のため講習会等を実施した。 

キーワード：ＨＡＣＣＰ、食品衛生管理、中小企業 

 
１ 緒   言 

ＨＡＣＣＰとは、Hazard Analysis Critical Control 
Point （危害分析・重要管理点）の頭文字であり、「ＨＡ
ＣＣＰシステム」を適用した食品の衛生管理を実施する

際に用いる略称である。また、製品の安全性を保証する

ため、最終製品の検査に依存するのではなく、原料搬入

から製造・加工、保存・流通を経て最終消費者の手に渡

るまでの各段階で、製品を摂取したときに生じる可能性

のある危害を防止するための措置を特定し、その措置の

うち特に重要なものの実施状況を連続的にモニターする

ことで危害の発生を未然に防止するシステムである。 
近年における食中毒事件の多発や、米国をはじめとす

る世界各国での政府規制が実施されつつある状況の中で、

日本でも食品衛生法の改正に見られるようにＨＡＣＣＰ

概念に基づいた規制の整備が急ピッチで進められており、

中小企業といえども将来的にはＨＡＣＣＰへの対応を余

儀なくされている。そこで、平成９年度から平成１１年

度にかけて、ＨＡＣＣＰシステム導入の観点から県内の

食品企業における生産プロセスの現状を調査するととも

に、ＨＡＣＣＰに関する情報普及のため講習会の開催、

食品製造工程の衛生管理技術指導を行った。 
２ ＨＡＣＣＰ取り組み状況調査 

２－１ 全国レベルの状況調査  

インターネットを利用した情報収集を行った。農林水

産省農林水産消費技術センターＱＣ・ＨＯＴ情報 

(http://www.maff.go.jp/soshiki/syokuhin/cqccs/qchot6.
html)の概要を表１に示す。 
平成１０年度は平成８年度に比べ、実施している工場

の増加、知らないとする工場がわずかとなったことから

ＨＡＣＣＰの普及が認められ、現在は実施工場の割合は

さらに増加しているものと考えられる。 
導入に当たっての問題点として、工場の根本的な改造

が必要であること、現行ライン従事者の発想の切り替え、

予算面で困難等をあげている工場がいくつかある。また、

取り組まないとした工場では、その理由として「製品の

特性上必要ない」「現在の品質管理で充分」「衛生管理の

詳細なマニュアルがある」「業界の動向待ち」等があげら

れている。 
 
表１ ＨＡＣＣＰに対する食品工場の取り組み状況 

調査対象：醤油、果実飲料、乾麺類、食料缶詰、 
     炭酸飲料等のＪＡＳ承認・認定工場 
          （従業員２０名以上） 

年度 Ｈ10 Ｈ8  

実施している 

準備中または検討中 

取り組まない 
知らない 

その他 

22.1% 

56.7% 

16.3% 
1.4% 

3.4% 

8.9% 

58.6% 

22.2% 
8.9% 

1.4% 

 

 
２－２ 県内食品企業の実地調査・技術調査 

県内食品製造業者（漬物製造２社、水産加工３社、惣

菜製造１社、菓子製造１社）においてＨＡＣＣＰに関す

る実地調査、聞き取り調査を行った。 
  調査時にＨＡＣＣＰシステムを既に採用している企業
はなく、すべてが検討中であった。一方、納入業者等か

らＨＡＣＣＰ導入の強い要請が繰り返されており、導入

なしでは、取引中止の強行手段もあり得るといった状況

も生じてきている。（納入業者自体もＨＡＣＣＰについ

てその詳細を理解しているとは言えず、ただ脅迫観念的

に必要性を説いているにすぎない面もある。） 
 現場レベルでは、調査企業を含め県内食品中小企業の

ほとんどが少量多品種生産体制であり、商品毎に工程を

点検し、重要管理点を抽出する作業はできないのが現状
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である。さらに、日々の生産業務に追われて、品質管理

業務に携われる専門スタッフが割り当てられず、通常の

品質管理ができていない企業も多く、ＨＡＣＣＰシステ

ムによる品質管理に到達するまでには予想以上の時間と

労力が必要と考えられる。 
すべての調査企業が、できればＨＡＣＣＰシステムを

導入したいと考えているが実際には先延ばしになってい

る。その理由は、費用が出せない、人材を割り当てられ

ない、具体的なＨＡＣＣＰ構築のための情報が入ってこ

ない、方法がわからない等に集約される。しかし、数種

の業種（食肉、牛乳、レトルト食品等）では既にＨＡＣ

ＣＰシステムの認定が行われており、近年中に多種の他

業種に広がるものと考えられる。このような状況の中、

中小企業の現状（業態・商品・体力）に応じたシステム

導入法の確立が求められている。 
２－３ ＨＡＣＣＰへの取り組み例 

全国乾麺協同組合連合会ではＨＡＣＣＰ方式による事

業所の認証制度を設ける予定であり、これに先立ち平成

１２年１月に「危害分析・重要管理点方式（ＨＡＣＣＰ）

マニュアル」を作成した。その概要を表２に示すが、Ｈ

ＡＣＣＰ導入の手順、危害リストや重要管理点整理表の

例などが具体的に示されている。これを受け、本県でも

一部の乾めん製造業者が認証を目指し、連合会の指導員

を工場に招き実地に指導を受けている。 
表２ ＨＡＣＣＰマニュアル概要 

第１段階：ＨＡＣＣＰシステムを導入するための体制作り 
 推進するための専門チームを編成。 
第２段階：一般的衛生管理プログラムの作成 
 プログラム作成マニュアルにより、プログラム作成すべき事
項を、施設設備の衛生管理、従事員の衛生教育等 10項目に
わけて具体的に説明。 
第３段階：ＨＡＣＣＰプランの作成 
 手順１：ＨＡＣＣＰチーム編成 
 手順２：製品についての記載 
手順３：意図する用途の確認 

  製品説明書を具体的に例示して説明。 
 手順４：フローダイヤグラム等作成 
手順５：フローダイヤグラム現場検証 

  原料受け入れから出荷まで製造工程を具体的に例示。 
 手順６：危害リストの作成 
  工程ごとに、微生物・異物等による危害を例示。 
 手順７：重要管理点の設定 
手順８：重要管理点について管理基準を設定 
手順９：重要管理点の監視、測定方法の設定 
手順 10：逸脱発生時の改善措置方法 
手順 11：ＨＡＣＣＰ方式の検証方法の設定 
手順 12：記録およびその保存システムの設定 

  危害リストに例示された危害ごとに、防止措置、管理
基準、モニタリング方法、改善措置方法、検証方法及

び記録文書を総括表にまとめ例示。 

３ ＨＡＣＣＰ関連情報の普及 

ＨＡＣＣＰ関連情報の普及のため、県内企業向けに講

習会の開催、食品企業関連団体が行う講演会等への支援

を行った。 
１）岩手食品加工研究会講演会（平成９年度） 

実施主体：岩手食品加工研究会 

対象：同会会員ほか 
 演題：「食品企業とＨＡＣＣＰ」 
 講師：アース環境サービス（株）猪野毅氏 
内容：企業内の体制整備、人材養成、システム構築手

法等 
２）漬物加工技術講習会（平成１０年度） 

実施主体：岩手県工業技術センター 
対象：岩手県漬物協同組合 
演題：「漬物工業における微生物管理」 
講師：東京都食品技術センター 宮尾茂雄氏 
内容：ＨＡＣＣＰ方式の順次導入（ワンポイントＨＡ    

ＣＣＰ）、ＨＡＣＣＰの前提としての一般衛生管理等 
３）岩手食品加工研究会技術公開講演会（平成１０年度） 

実施主体：岩手食品加工研究会 
対象：同会会員ほか 
 演題：「ＨＡＣＣＰ対応食品工場の構築」 
 講師：日立プラント建設（株）織田原蓉二氏 
内容：工場設計のポイント、実例紹介等 
４）製麺技術講習会（平成１１年度） 

実施主体：岩手県工業技術センター 
対象：岩手県乾麺工業協同組合 
演題：「乾めん製造業を取り巻く経営の諸問題とＨＡＣ

ＣＰについての解説」 
講師：全国乾麺協同組合連合会 安藤剛久氏 
内容：ＨＡＣＣＰシステムの支援策と認証制度、導入

を進めるための作業順序等 
４ 結   語 

現在までのところ、ＨＡＣＣＰシステムの認定が行わ

れている業種は乳肉製造、レトルト食品製造等に限られ

ている。しかし、消費者の安心・安全志向、これにとも

なう小売業者の要請により、食品企業全般にＨＡＣＣＰ

システムは無視できない存在となっている。特にコンビ

ニエンスストア・学校給食向けの調理パン、生めん、弁

当、惣菜等は短期間での対応に迫られている。また、比

較的危害発生のおそれの少ないと考えられる乾めん業界

においても業界自主ではあるがＨＡＣＣＰ認証制度が設

けられつつあることからも、食品製造業界のおかれてい

る状況がうかがわれる。 
しかしながら、県内食品中小企業の現状からは、①方

法がわからない。②資金、時間、人材がない。③前段階

の一般衛生管理が十分とはいえない。等の多くの問題点

があげられる。 
そこで、当センターとしては、食品企業等からの問い

合わせに対して、法規制、行政等による支援制度、社員

教育・研修情報、コンサルタント業者情報、衛生機器情

報等、ＨＡＣＣＰに関する各種情報を提供していく必要

がある。また、技術面からは、各種成分分析方法、保存

試験方法、微生物操作、洗浄方法、殺菌方法等、ＨＡＣ

ＣＰの前段階である一般衛生管理も含めた技術指導を引

き続き行っていく。 


